
ＩＣＴ生活資源対策会議 

 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
共
通
基
盤 

衛星通信ネットワーク ワイヤレスネットワーク ブロードバンドネットワーク 

    センサーネットワーク （Ｍ２Ｍプラットフォーム） 
ネットワーク基盤 

エネルギーハーベスティング 

アプリケーション共通基盤 
ビッグデータ処理 

共通ＩＤ セキュリティ クラウド 認証・課金 

オープンデータ連携基盤 データ形式の共通化 データ利用方法の共通化 
Ｇ空間情報流通連携基盤の
構築 （Ｇ空間×ICT推進会議等） 

センサーネットワーク 
（Ｍ２Ｍプラットフォーム） 
技術の確立【研究開発】 

 プラットフォームの共通化 
（ICT街づくり推進会議） 

「暮らし」に不可欠な 
“資源“の 

安定的・効率的確保 

課題  

ＩＣＴ 
による 
貢献 

「便利で安心な暮らし」を創る！ 

世界最高水準の効率性による 
持続可能な社会の実現！ 

Mission－使命 

Ⅰ．生活資源対策のＩＣＴによる徹底した高度化・効率化 

Ⅱ．積極的なグローバル展開による国際競争力の強化 

Ⅲ．社会・暮らしを支えるＩＣＴ共通基盤の強靱化 

Vision －目標 

取組の 

方向性 

◆重点プロジェクトの推進 
  ◇重点分野（鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ、水、農業、社会ｲﾝﾌﾗ） 
  ◇［短期］   実証プロジェクト（メリットの可視化） 
   ［中長期］研究開発（ブレイクスルーの実現） 

◆ＩＣＴ共通基盤の強靱化  

【経済効果】 2025年までに累計で国内で約２０兆円の経済効果（約２．６兆円の市場創出、約１８兆円の社会コスト削減） 

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

「海のブロードバンド」に
よる海底資源調査の 
高度化・効率化 

ひずみセンサー 

海底探査機の4kカメラ映像、ソナー 
データ等を陸上拠点へリアルタイム送信 

老朽化の検知 

構造物の 
異常データを 
収集・解析 

センサー等を活用した 
適切な生産マネジメント 

生産者と連携した 
バリューチェーンの構築 

トレーサビリティ等による 
食の信頼性の確保 

ＩＣＴを活用した総合的
管理システムによる  
水利用の最適化 

ＩＣＴを活用した農業の
生産性向上・高付加価
値化の実現 

ＩＣＴを活用した社会イン
フラの効率的な維持管
理の実現 

短
期 

中
長
期 

短
期 

中
長
期 

短
期 

中
長
期 

短
期 

中
長
期 

次世代超高速ブロード
バンド通信衛星による 
最適な調査環境の実現 
【研究開発（実証）】 

通信衛星（きずな）を活用
した海のブロードバンド
環境の実現 
【実証（研究開発）】 

水利用をネットワーク化
した水版スマートグリッド
の実現 
【研究開発（実証）】 

ＩＣＴを活用した高度な 
漏水検知システムの
展開【実証】 

農業の生産性向上に
向けたＩＣＴによる知識
産業化【実証】 

センサーを活用した遠隔
監視による予防保全的
な維持管理システムの
実現【研究開発（実証）】 

海外展開 

重点プロジェクトの
成果等を積極的に
海外にも展開 

ビッグデータ リアルタイム解析 

水質 
監視・維持 

漏水検知・ 
防止 

システム・ 
制御の効率化 

需給予測 

汚染源 
特定 

機器診断・ 
負荷軽減 

供給量 
制御 

天候予測・ 
配水最適化 

水道インフラ 

※文部科学省（ＪＡＭＳＴＥＣ）と連携 

※地方自治体と連携 ※農林水産省と連携 ※国土交通省と連携 

地域の元気 
創造本部と連携 

鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ 水 農業（食料） 社会インフラ 

プローブ情報を活用した
道路の効率的な維持管
理の実現【実証】 

ＩＣＴを活用した高度な 
水利用管理システム
の海外展開（F/S等） 

生産から流通、消費まで
一貫したバリューチェーン
の構築による高付加価値
化【研究開発（実証）】 

※文部科学省（ＪＡＭＳＴＥＣ）と連携 

※農林水産省と連携 

資料３－２－４ 



【鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ資源】「海のブロードバンド」による海底資源調査の高度化・効率化 1 

 

 将来の国産資源として期待される海底資源の調査を効率化するため、人工衛星を活用して洋上のブロードバンド 
環境を構築（短期的には10Mbps、将来的には100Mbpsを目指す） 

    ◇潜航調査中の無人探査機と調査船（母船）、陸上の調査拠点を結んだリアルタイム通信により、迅速かつ高度な
データ分析を可能とし、調査計画を大幅に高度化・効率化 

    ◇複数の無人探査機と母船をネットワーク化し、同時制御・運用を可能とし、広域での効率的な調査を実現 

 世界のエネルギー需要は２０１０年から２０３５年の２５年間で約１．４倍に増加 
    （主な化石燃料の可採年数 ： 石油約５４年、天然ガス約６４年、石炭約１１２年） 
 多くの鉱物需要は２０５０年には可採埋蔵量を超過（亜鉛、スズ、鉛等は２０３０年までに可採埋蔵量を消費） 

鉱物・ｴﾈﾙｷﾞｰ 
資源の課題 

ＩＣＴによる 
貢献方策 

 洋上はデジタルデバイド状態
（現状はインマルサットの
250Kbps、通信費も高額（約
十万円／時）で実用範囲にな
く、実験段階の高速通信も陸
上で大型アンテナを用いる等
の特定条件下のみ。）。 

 大規模な観測データの分析や、
多数の知見者とのデータ共有
は陸に持ち帰る必要があるた
め、最長２年後の次期航海ま
で調査計画への反映ができず、
一度の航海で数百万～数千万
円程度の経費がかかる調査船
を効率的に運用できない。 

 深海調査において無人探査機
を遠隔操作するための通信環
境が無く、母船から監視や操
作を直接実施する必要があり、
広範囲の効率的な調査が困難。 

【現在の状況】 
無人探査機の高精細映像
やソナーデータを陸上拠点
にリアルタイム送信 

洋上中継機と衛星を
介して無人探査機と
母船・陸上拠点間を 
リアルタイム通信 

長
期 

次世代超高速ブロードバンド
通信衛星による最適な調査
環境の実現 【研究開発】 

通信衛星（きずな）を活用した 
海のブロードバンド環境の実現 
【実証・研究開発】 

短期的に実現が期待される10Mbpsを
達成するため、 

・波による揺れ等、洋上環境に対応し
た高速通信が可能な地球局の開発 
・船上における運用や無人の洋上中
継機への搭載を想定した、地球局の
省電力・小型・メンテナンスフリー化 

等の研究開発を推進 

短
期 

長期的に実現が期待される100Mbps 
を実現するため、 

・次世代超高速通信衛星の開発 
・高性能アンテナ等の研究開発 

等の取組を推進 

※文部科学省（JAMSTEC）と連携 

※文部科学省（JAMSTEC）と連携 
出典：（独）海洋研究開発機構（JAMSTEC）資料より 



 ＩＣＴを活用して漏水検知や供給制御を高度化・効率化することにより、きめ細かな運用や大幅なコスト削減を実現 

    ◇センサー情報等をビッグデータ解析し、迅速・高精度に漏水を検知することより、漏水率改善やコスト削減を実現 
    ◇水利用に関する各種データを総合的に収集・蓄積・解析し、きめ細かな供給制御・施設管理等を行うことにより、

最大限効率的かつ安定的な水利用を実現 

ＩＣＴによる 
貢献方策 

 水道施設の大規模な更新
時期が迫り、水道事業体
においては財源や人材の
確保が大きな課題。 

 効率化・合理化の実現の
ため、複数自治体が連携
して水道事業の広域化を
目指す動きも見られるが
未だ実例に乏しい状況。 

 このような課題に対し、
ICTを活用した漏水検知・
供給制御等、総合的管理
システムによる水道事業
の高度化・効率化が期待
されている。 

 また、漏水率の高い海外
（東南アジア）への展開
が有望視されている。 

【現在の状況】 

短
期 

中
長
期 

水利用をネットワーク化 
した水版スマートグリッド
の実現【研究開発（実証）】 

ＩＣＴを活用した高度な漏水
検知システムの構築 
【実証】 

総合的マネージメントにより最適な
水利用を可能とする水版スマートグ
リッドの実現に向け、ビッグデータ
解析による予知予測技術・インフラ
制御技術等の研究開発を推進 

センサー情報等をビッグデータ解
析し、迅速・高精度に漏水箇所を
検知するシステムの実用化に向け、
効果を検証するための実証実験
を実施 

【水資源】ＩＣＴを活用した総合的管理システムによる水利用の最適化 

 世界の水不足人口は２００５年から２０５０年までの４５年間で５倍以上に増加 
 アジアや一部の先進国（イギリス等）においては、設備の老朽化等による漏水が大きな課題 
  ※東京は５％未満、全国平均で１０％未満と日本の無収水率は比較的低いが、アジアでは約４０％、インドのコルカタでは８０％以上と無収水率が高い都市が数多く存在。 

水資源 
の課題 

※地方自治体と連携 

ビッグデータ リアルタイム解析 

水質 
監視・維持 

漏水検知・ 
防止 

システム・ 
エネルギー 

制御の効率化 

需給予測 

汚染源 
特定 

料金制御と 
ピークシフト 

機器診断・ 
負荷軽減 

供給量 
制御 

天候予測・ 
配水最適化 

水道インフラ 

短期 

2 

 



【食料資源】ＩＣＴを活用した農業の生産性向上・高付加価値化の実現 3 

 生産・流通・消費の各段階においてＩＣＴの徹底した利活用を進め、農業の生産性向上・高付加価値化を実現 

    ◇遠隔地にある複数の産地をネットワーク化し、熟練農家のノウハウや市場情報等の共有を可能とすることにより、
農業の知識産業化を推進 

    ◇生産／流通／消費まで一貫したバリューチェーンを構築し、生産履歴や需要サイドの情報の共有・連携を可能と
することにより、食の信頼性の向上や高付加価値化を実現 

ＩＣＴによる 
貢献方策 

 安定的・効率的な食料生
産（食料自給率の向上）
や食の安全・安心の確保
が大きな課題。 

 高齢化や経営規模等から、
農家（生産段階）におけ
るＩＣＴの利活用は低い
水準にとどまる。 

 生産/流通/消費の各段階
における情報の効果的な
連携が確立できておらず、
消費者ニーズや農作物の
安全性に関する情報連携
が十分にできていない。 

 攻めの農業政策の推進、
農業競争力強化が、安倍
内閣の重要課題とされて
いる。 

【現在の状況】 

短
期 

中
長
期 

生産/流通/消費まで一貫
したバリューチェーンの 
構築による高付加価値化 
【研究開発（実証）】 

農業の生産性向上に向けた 
ＩＣＴによる知識産業化【実証】 

農産物・食品の価値向上や、   
消費者が必要とする情報の提供等
を可能とする、一貫したバリュー
チェーンの構築に向け、効果的な
データ解析技術や情報連携技術 
の研究開発を推進 

遠隔地にある複数の産地をネット
ワーク化し、熟練農家のノウハウ
や市場情報等の共有を可能とす
るための実証実験を実施 

 世界の食料需要は、２０００年から２０５０年までの５０年間で約１．６倍に増加 
 日本の食料自給率は、１９６１年から２００９年までの４８年間で、約７８％から約４０％にまで減少 

食料資源 
の課題 

※農林水産省と連携 

センサーやモバイル端末等
を活用した適切な生産マネ
ジメント 

生産者と連携した 
バリューチェーンの構築 

トレーサビリティ等による 
食の信頼性の確保 

カメラ、温度・湿度・ 
日射量センサー 

センシング 
ＤＢ 消費者 

生産者 

流通業者 

短期 

 

※農林水産省と連携 



【社会インフラ資源】ＩＣＴを活用した社会インフラの効率的な維持管理の実現 4 

 ＩＣＴを活用して正確な状態を把握し、効果的・効率的な維持管理の実現に貢献 

    ◇車両のプローブ情報に基づき、低コストで効率的に道路の路面状態を把握し、効率的な道路管理の実現に貢献   
    ◇社会インフラにセンサーを設置して常時遠隔監視することにより適時適切な対応を可能とし、効果的・効率的な維

持管理やインフラの長寿命化を実現 

ＩＣＴによる 
貢献方策 

 道路等の社会インフラは
今後大規模な更新時期を
迎え、老朽化対策が課題。 

 中央道笹子トンネル事故
を受け、安全性に対する
国民の不安が高まる。 

 従来は、熟練職員による
打音・聴音検査によって
異常を検知。高齢化進展
により後継者不足も課題。 

 このような課題を受けて、
新たな技術の導入による
効率的な維持管理の実現
が求められている。 

社会資本整備審議会・社会資本メンテナンス
戦略小委員会「今後の社会資本の維持管理・
更新のあり方について中間とりまとめ」（抜粋） 

特に我が国の成長分野として期待されている
ICT 技術については特に重点的に取り組むこ
とにより、維持管理・更新の水準の向上を推進
するとともに、世界最高水準のIT社会の実現
に寄与する。 

 

【現在の状況】 

短
期 

中
長
期 

センサー等を活用した遠隔
監視による予防保全的な 
維持管理システムの実現
【研究開発（実証）】 

プローブ情報を活用した
道路の効率的な維持管理
の実現 【実証】 

センサー等を活用した遠隔監視に
よる効果的な維持管理を実現する
ため、Ｍ２Ｍセンサーネットワーク
技術や超省電力小型センサー技
術（エネルギーハーベスティング）
等の研究開発を推進 

車両に搭載した画像・振動センサー
等の情報を集約し、道路管理者の
実施する分析によって路面状態を
正確に把握することにより、効率的
な道路管理の実現に貢献 

 高度成長期に集中して整備された道路等の社会インフラが既に建設から30～50年を経過し、今後急速に老朽化 
 20年後には、建造後50年超の橋梁が約7割、トンネルが約5割に増加   

社会インフラ 
の課題 

※国土交通省と連携 

ダム・河川の維持管理 

道路管理 

変位計 

加速度計 

傾斜計 

ひずみ計 

橋梁の異常監視 

プローブ情報 

トンネルの 
異常監視 

短期  



Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た 

農
業
の
生
産
性
向
上
・ 

高
付
加
価
値
化
の
実
現 

「
海
の
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
」 

に
よ
る
海
底
資
源
調
査
の 

高
度
化
・
効
率
化 

水 

農
業(

食
料) 

短
期 

中
長
期 

水利用をネットワーク化
した水版スマートグリッド
の実現 

ＩＣＴを活用した高度な 
漏水検知システムの 
構築 

短
期 

中
長
期 

生産から流通、消費まで
一貫したバリューチェー
ンの構築による高付加
価値化 

農業の生産性向上に 
向けたＩＣＴによる 
知識産業化 

短
期 

中
長
期 

通信衛星（きずな）を活用
した海のブロードバンド
環境の実現 

次世代超高速ブロード
バンド通信衛星による 
最適な調査環境の実現 

海外における、水利用管理システムについての 

フィージビリティ調査や実証実験【2017年頃まで】   

配水最適化、水需給予測等により最適なインフラ制御を 

実現する水版スマートグリッドの実証【2020年頃まで】   

海洋調査船上での10Mbps級高速衛星通信技術の研究
開発【2017年頃まで】 

詳細設計検討 
【2014年頃】 

洋上中継機用地球局に関する研究開発 
【2018年頃まで】 

成果反映 

成果反映 

成果反映 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た 

総
合
的
管
理
シ
ス
テ
ム
に

よ
る
水
利
用
の
最
適
化 

センサー情報等による漏水等の異常の検知・特定、 
ビッグデータの解析による予知・予測技術の研究開発
【2017年頃まで】 

洋上における100Mbps級の超高速衛星通信を実現する技術の研究開発 
【2020年頃までに基礎技術を確立】 

鉱
物
・
エ
ネ
ル
ギ
ー 

熟練農家のノウハウや市場情報等の共有システムの 
実証【2017年頃まで】   成果反映 

消費者が求める安全・安心情報を中心としたトレーサビリ

ティシステム構築に向けた研究・実証【2017年頃まで】 
生産から流通、消費まで一貫したバリューチェーンを実現
する総合的管理システムに向けた、効果的なデータ解析
技術や情報連携技術の研究・実証【2020年頃まで】   

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た 

社
会
イ
ン
フ
ラ
の
効
率

的
な
維
持
管
理
の
実
現 

社
会
イ
ン
フ
ラ 

短
期 

中
長
期 

センサー等を活用した遠
隔監視による予防保全
的な維持管理システム
の実現 

プローブ情報を活用した
道路の効率的な維持管
理の実現 

通信方式・データ収集・解析方法及び 
超省電力小型センサー技術（ｴﾈﾙｷﾞｰﾊｰ
ﾍﾞｽﾃｨﾝｸﾞ）の研究開発【2016年頃まで】 

多数のセンサーを用いた社会インフラ 
の維持管理システムの開発・実証 
【2018年頃まで】 

様々な社会インフラの効率的な維持 
管理や他分野へのデータ利活用を支援
するシステムの実証【2020年頃まで】 

プローブ情報の活用による効率的な道路管理システム 
の実証【2017年頃まで】   成果反映 

重点プロジェクトの推進ロードマップ 
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